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第1章  本 研 究 の 目 的 お よ び 方 法 
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第2章 日本の大学等発ベンチャー企業に関する第 1 次調査の方法と対象 
 













    国立大学             79 校 
公立大学             32 校 
私立大学             165 校 
国立高等専門学校         54 校 
公立高等専門学校          5 校 
私立高等専門学校          3 校 
      小 計            338 校 
 
・ 技術移転機関（TLO）          15 社 
 
・ 都道府県                47 箇所 
   合    計            400 
 
なお、アンケート調査票の発送は平成 12 年 8 月に行い、調査票の返送の締め切りは平
成 12 年 9 月 29 日とした。 
 
 









依頼した。また、質問紙発送先の大学等の名称は表 2-1～2-6 参照。 
 
２ 技術移転機関（TLO）調査 






















No. 大　　学　　名 No. 大　　学　　名 No. 大　　学　　名
1 北海道大学 41 名古屋工業大学 1 札幌医科大学
2 室蘭工業大学 42 豊橋技術科学大学 2 会津大学
3 帯広畜産大学 43 三重大学 3 福島県立医科大学
4 旭川医科大学 44 滋賀医科大学 4 茨城県立医療大学
5 北見工業大学 45 京都大学 5 前橋工科大学
6 弘前大学 46 京都工芸繊維大学 6 東京都立大学
7 岩手大学 47 大阪大学 7 東京都立科学技術大学
8 東北大学 48 神戸大学 8 東京都立保健科学大学
9 秋田大学 49 神戸商船大学 9 横浜市立大学
10 山形大学 50 奈良女子大学 10 富山県立大学
11 福島大学 51 和歌山大学 11 福井県立大学
12 茨城大学 52 鳥取大学 12 岐阜薬科大学
13 図書館情報大学 53 島根大学 13 静岡県立大学
14 宇都宮大学 54 島根医科大学 14 愛知県立大学
15 群馬大学 55 岡山大学 15 名古屋市立大学
16 埼玉大学 56 広島大学 16 滋賀県立大学
17 千葉大学 57 山口大学 17 京都府立大学
18 東京大学 58 徳島大学 18 京都府立医科大学
19 東京医科歯科大学 59 香川大学 19 大阪市立大学
20 東京農工大学 60 香川医科大学 20 大阪府立大学
21 東京工業大学 61 愛媛大学 21 姫路工業大学
22 東京商船大学 62 高知大学 22 奈良県立医科大学
23 東京水産大学 63 高知医科大学 23 和歌山県立医科大学
24 お茶の水女子大学 64 九州大学 24 岡山県立大学
25 電気通信大学 65 九州芸術工科大学 25 広島県立大学
26 横浜国立大学 66 九州工業大学 26 広島女子大学
27 新潟大学 67 佐賀大学 27 広島市立大学
28 長岡技術科学大学 68 佐賀医科大学 28 山口県立大学
29 富山大学 69 長崎大学 29 高知女子大学
30 富山医科薬科大学 70 熊本大学 30 九州歯科大学
31 金沢大学 71 大分大学 31 福岡女子大学
32 福井大学 72 大分医科大学 32 熊本県立大学
33 福井医科大学 73 宮崎大学
34 山梨大学 74 宮崎医科大学
35 山梨医科大学 75 鹿児島大学
36 信州大学 76 琉球大学
37 岐阜大学 77 北陸先端科学技術大学院大学
38 静岡大学 78 奈良先端科学技術大学院大学
39 浜松医科大学 79 総合研究大学院大学
40 名古屋大学




No. 大　　学　　名 No. 大　　学　　名 No. 大　　学　　名 No. 大　　学　　名
1 北海学園大学 46 拓殖大学 90 金沢工業大学 136 川崎医療福祉大学
2 北海道医療大学 47 玉川大学 91 北陸大学 137 吉備国際大学
3 北海道工業大学 48 中央大学 92 福井工業大学 138 倉敷芸術科学大学
4 北海道東海大学 49 帝京大学 93 帝京科学大学 139 広島工業大学
5 北海道薬科大学 50 東海大学 94 松本歯科大学 140 広島国際大学
6 酪農学園大学 51 東京医科大学 96 静岡理工科大学 141 広島電機大学
7 青森大学 52 東京工科大学 97 愛知医科大学 142 広島女学院大学
8 八戸工業大学 53 東京工芸大学 98 愛知学院大学 143 福山大学
9 岩手医科大学 54 東京慈恵会医科大学 99 愛知工業大学 144 東亜大学
10 石巻専修大学 55 東京女子大学 100 椙山女学院大学 145 山口東京理科大学
11 東北学院大学 56 東京女子医科大学 101 大同工業大学 146 四国大学
12 東北工業大学 57 東京電機大学 102 中京大学 147 徳島文理大学
13 東北薬科大学 58 東京農業大学 103 中京女子大学 148 高知工科大学
14 いわき明星大学 59 東京薬科大学 104 中部大学 149 九州共立大学
15 奥羽大学 60 東京理科大学 105 豊田工業大学 150 九州産業大学
16 常磐大学 61 東邦大学 106 藤田保健衛生大学 151 久留米大学
17 足利工業大学 62 東洋大学 107 名城大学 152 久留米工業大学
18 国際医療福祉大学 63 日本大学 108 鈴鹿医療科学大学 153 産業医科大学
19 自治医科大学 64 日本医科大学 109 四日市大学 154 第一薬科大学
20 独協医科大学 65 日本歯科大学 110 京都産業大学 155 東和大学
21 埼玉医科大学 66 日本社会事業大学 111 京都薬科大学 156 西日本工業大学
22 埼玉工業大学 67 日本獣医畜産大学 112 同志社大学 157 福岡大学
23 城西大学 68 日本女子大学 113 同志社女子大学 158 福岡工業大学
24 日本工業大学 69 法政大学 115 立命館大学 159 福岡歯科大学
25 明海大学 70 星薬科大学 115 龍谷大学 160 長崎総合科学大学
26 千葉工業大学 71 武蔵工業大学 116 大阪医科大学 161 九州東海大学
27 東京歯科大学 72 明治大学 117 大阪工業大学 162 熊本工業大学
28 青山学院大学 73 明治薬科大学 118 大阪国際女子大学 163 日本文理大学
29 学習院大学 74 明星大学 119 大阪産業大学 164 南九州大学
30 北里大学 75 立教大学 120 大阪歯科大学 165 第一工業大学
31 共立薬科大学 76 立正大学 121 大阪電気通信大学
32 杏林大学 77 早稲田大学 122 大阪薬科大学
33 慶應義塾大学 78 麻布大学 123 関西大学
34 工学院大学 79 神奈川大学 124 関西医科大学
35 国際基督教大学 80 神奈川工科大学 125 近畿大学
36 国士舘大学 81 神奈川歯科大学 126 摂南大学
37 実践女子大学 82 関東学院大学 127 関西学院大学
38 芝浦工業大学 83 湘南工科大学 128 甲南大学
39 順天堂大学 84 聖マリアンナ医科大学 129 神戸学院大学
40 上智大学 85 鶴見大学 130 神戸女学院大学
41 昭和大学 85 朝日大学 131 神戸薬科大学
42 昭和女子大学 86 桐蔭横浜大学 132 兵庫医科大学
43 昭和薬科大学 87 新潟工科大学 133 武庫川女子大学
44 成蹊大学 88 新潟薬科大学 134 岡山理科大学
45 創価大学 89 金沢医科大学 135 川崎医科大学







No. 学　　校　　名 No. 学　　校　　名
1 釧路工業高等専門学校 28 舞鶴工業高等専門学校
2 旭川工業高等専門学校 29 明石工業高等専門学校
3 苫小牧工業高等専門学校 30 奈良工業高等専門学校
4 函館工業高等専門学校 31 和歌山工業高等専門学校
5 八戸工業高等専門学校 32 米子工業高等専門学校
6 一関工業高等専門学校 33 松江工業高等専門学校
7 宮城工業高等専門学校 34 津山工業高等専門学校
8 仙台電波工業高等専門学校 35 広島商船高等専門学校
9 秋田工業高等専門学校 36 呉工業高等専門学校
10 鶴岡工業高等専門学校 37 徳山工業高等専門学校
11 福島工業高等専門学校 38 宇部工業高等専門学校
12 茨城工業高等専門学校 39 大島商船高等専門学校
13 小山工業高等専門学校 40 阿南工業高等専門学校
14 群馬工業高等専門学校 41 高松工業高等専門学校
15 木更津工業高等専門学校 42 詫間電波工業高等専門学校
16 東京工業高等専門学校 43 新居浜工業高等専門学校
17 長岡工業高等専門学校 44 弓削商船高等専門学校
18 富山工業高等専門学校 45 高知工業高等専門学校
19 富山商船高等専門学校 46 北九州工業高等専門学校
20 石川工業高等専門学校 47 久留米工業高等専門学校
21 福井工業高等専門学校 48 有明工業高等専門学校
22 長野工業高等専門学校 49 八代工業高等専門学校
23 岐阜工業高等専門学校 50 熊本電波工業高等専門学校
24 沼津工業高等専門学校 51 佐世保工業高等専門学校
25 豊田工業高等専門学校 52 大分工業高等専門学校
26 鳥羽商船高等専門学校 53 都城工業高等専門学校
27 鈴鹿工業高等専門学校 54 鹿児島工業高等専門学校
表2-5　第１次調査表送付先 表2-6　第１次調査表送付先
（公立高専：5校） （私立高専：3校）
No. 学　校　名 No. 学　校　名
1 札幌市立高等専門学校 1 育英工業高等専門学校
2 東京都立工業高等専門学校 2 金沢工業高等専門学校
3 東京都立航空工業高等専門学校 3 熊野工業高等専門学校
4 大阪府立工業高等専門学校
5 神戸市立工業高等専門学校
 - 8 -
 
表2-7　第１次調査表送付先（TLO：15機関） 表2-8　TLOの内訳
No. 会　社　等　名 主な関係大学 件数
1 (株)東北テクノアーチ 国立大学 10
2 (株)先端科学技術ｲﾝｷｭﾍﾞｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ 私立大学 4
3 関西ティー・エル･オー(株) その他(関西地域の大学) 1
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第 3 節 回答率と大学等発ベンチャー企業の概要 
 
１ 回答率 
















表 2-9 アンケート調査の回答率 
対象 配付件数 回答数 回答率（％） 
国立大学 ７９ ７７ ９７．５ 
公立大学 ３２ ２４ ７５．０ 
私立大学 １６５ １０８ ６５．５ 
国立高等専門学校 ５４ ５３ ９８．１ 
公立高等専門学校 ５ ４ ８０．０ 
私立高等専門学校 ３ ３ １００．０ 
都道府県 ４７ ３１ ６６．０ 
ＴＬＯ １５ ７ ４６．７ 
計 ４００ ３０７ ７６．８ 
 
２ 大学等発ベンチャー企業の概要 
















表 2-10 大学等発ベンチャー企業数：128 社 
関与形態 関与種別 学校数 件数 割合（％） 
単体 
 
国立大学 ３３ ６９ ５３．９
公立大学 ２ ２ １．６
私立大学 １３ ４４ ３４．４
国立高等専門学校 ３ ４ ３．１
公立高等専門学校 ０ ０ ０．０
私立高等専門学校 ０ ０ ０．０







表 2-11 企業形態 
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表 2-12 大学等の関与の種別 
大学等の関与（複数回答） 件数 ％ 
人材移転型 ９０ ７０．３ 
特許以外による技術移転（または研究成果活用）型 ４１ ３２．０ 
特許による技術移転型 ２９ ２２．７ 
出資型 ２９ ２２．７ 








4. 大学等や TLO がベンチャー企業の設立に際して出資または出資の斡旋をした場合（出資型） 
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第4節 大学等事務局に対する調査結果の概要 
  
第 1 次調査では、大学等発ベンチャーの所在を明らかにするとともに、大学等計 338 校
（回答数 269）に対し、大学等発ベンチャー企業の支援についての質問を付随させ、さら






との回答は 44 件あり、その中で最も多かったのが「大学院レベル」（23 件）としたもの
であった（表 2-13）。一方、私立大学では「コースがある」が 6 件で「講義がある」は 22
件であった。内訳を見ると、「コース」の場合大学院レベルのものが 3 件で、「講義」の場
合は学部レベルが多く 11 件となっている。その他公立大学では「講義」が 3 件（うち大
学院レベル、学部レベル各 1 件）で、国立高等専門学校では、「コース」があるのが 1 件
で、「講義」が５件（うち学部レベル 2 件）であった。公立及び私立の高等専門学校では、
「コース」及び「講義」とも 0 件であった。 
 
表 2-13 起業に関する教育 
学校種別 コースがある 講義がある 
国立大学（７７） ０ ４４（うち大学院レベル２３） 
公立大学（２４） ０ ３ 
（うち大学院・学部レベル各１）
私立大学（１０８） ６（うち大学院レベル３） ２２（うち学部レベル１１） 
国立高等専門学校（５３） １ ５（うち学部レベル２） 
公立高等専門学校（４） ０ ０ 
私立高等専門学校（３） ０ ０ 





最も多く 36 校、次いで国立高専 16 校、私立大学 12 校、公立大学 2 校、私立高専 1 校と
なっている。内訳を見ると、国立大学では、「学内にある」というのが 19 校で、「学外」
が 17 校、私立大学は各々６校ずつと同数である（表 2-14）。一方、国立高専は「学外」の
方が 12 校と多くなっている。 
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表 2-14 起業の相談機関 
学校種別 学内にある 学外にある ない 
国立大学（７７） １９ １７ ４５ 
公立大学（２４） ０ ２ ２１ 
私立大学（１０８） ６ ６ ８１ 
国立高等専門学校（５３） ４ １２ ３６ 
公立高等専門学校（４） ０ ０ ４ 
私立高等専門学校（３） １ ０ ２ 





ドがある」と回答したのは国立大学 5 件と私立大学 2 件のみであった（表 2-15）。一方、
現在はないが「計画･検討中」であるという回答が、国立大学 8 件と私立大学 10 件であっ
た。両者計 18 件のベンチャーキャピタルファンドが計画・検討中であることは、設置済
みが 7 件であるのに対して、今後大きく増加していくことが予想され、注目に値する。 
 
表 2-15 ベンチャーキャピタルファンドの有無 
学校種別 ある ない(計画・検討中) ない(計画・検討なし) 
国立大学（７７） ５ ８ ６１ 
公立大学（２４） ０ ０ ２３ 
私立大学（１０８） ２ １０ ８２ 
国立高等専門学校（５３） ０ ０ ５１ 
公立高等専門学校（４） ０ ０ ４ 
私立高等専門学校（３） ０ ０ ３ 






学 2 校のみであった（表 2-16）。なお、国立大学・高専は法的に出資が認められていない
が、「今後出資したい」とする回答は、国立大学 10 校、公立大学 3 校、私立大学 18 校、
国立高専 8 校、公立高専 1 校、私立高専 1 校あった。 
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表 2-16 大学等発ベンチャー企業への出資 
学校種別 出資経験がある 出資したいと思う 出資したいと思わ
ない 
国立大学（７７） ― １０ ４０
公立大学（２４） ０ ３ １５
私立大学（１０８） ２ １８ ５３
国立高等専門学校（５３） ― ８ ３７
公立高等専門学校（４） ０ １ ２
私立高等専門学校（３） ０ １ ２







であるが、役職制限が「ある」という回答は、公立大学 16 校、私立大学 53 校、公立高専
4 校、私立高専 1 校となっている（表 2-17）。「全く制限がない」との回答は、公立大学、
私立大学、私立高専それぞれ 4 校、21 校、2 校となっている。また、教員の研究成果を活
用する場合や TLO 活動に携わる場合には制限がないとするものは、公立大学 1 校、私立
大学 4 校であった。 
 
表 2-17 役職制限 
学校種別 制限がある 研究成果活用や TLO
活動のみ制限なし 
全く制限がない 
公立大学（２４） １６ １ ４
私立大学（１０８） ５３ ４ ２１
公立高等専門学校（４） ４ ０ ０
私立高等専門学校（３） １ ０ ２




兼業時間数の報告義務が「ある」との回答は公立大学 14 校、私立大学 40 校、そして公
立高専 3 校、私立高専が 1 校であった（表 2-18）。 
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表 2-18 兼業時間数報告の要不要 













私立大学 13 校、公立高専 0 校、私立高専 2 校となっている。 
 


















公立大学（２４） ３ ８ ３ ２ ４
私立大学（１０８） １３ １１ ２１ １ １３
公立高等専門学校（４） １ １ ０ ０ ０
私立高等専門学校（３） ０ ０ ０ ０ ２




兼業収入の制限は、「ない」との回答が全体に高く、公立大学で 14 校、私立大学で 62
校であった（表 2-20）。制限がなくても「報告の必要がある」という回答は公立大学で７
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表 2-20 兼業収入制限 
学校種別 ある ないが要報告 ない 
公立大学（２４） ６ ７ ７
私立大学（１０８） ５ １５ ４７
公立高等専門学校（４） １ ２ ０
私立高等専門学校（３） ０ ０ ２





告の必要」は 0～数パーセント台に留まっている（表 2-21）。 
 
表 2-21 株式保有の制限 
学校種別 ある ないが要報告 ない 
公立大学（２４） １ １ １８
私立大学（１０８） ２ ５ ６２
公立高等専門学校（４） ０ ０ ２
私立高等専門学校（３） ０ ０ ２
計（２６９） ３ ６ ８４
（注）（ ）内は回答のあった学校数 
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第3章 日本の大学等発ベンチャー企業に関する第 2 次調査の方法と対象 
 
第 1 節 調査の方法 
 





次調査で明らかになったベンチャー企業 128 社である。 
 なお、アンケート調査票の発送は平成 12 年 11 月に行い、調査票の返送の締め切りは平
成 12 年 11 月 30 日とした。 
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第 2 節 調査の対象とその選定方法 
 
１ 大学等発ベンチャー企業 
調査対象は、第 1 次調査で判明した 128 社の大学等発ベンチャー企業である。   
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第 3 節 回答率と大学等発ベンチャー企業の概要 
 
１ 回答率 
 第 1 次調査により所在が判明したベンチャー企業 128 社に対し、大学等の関与のあり
方や起業時及び現在の問題点等について質問紙票を郵送により配付し、調査を行った。回












表 3-1 アンケート調査の回答 
関与形態 関与種別 学校数 件数 割合（％） 
単体 
 
国立大学 ２７ ４４ ６０．２
公立大学 １ １ １．４
私立大学 ９ ２１ ２８．７
国立高等専門学校 ２ ２ ２．７
公立高等専門学校 ０ ０ ０．０
私立高等専門学校 ０ ０ ０．０
















表 3-2 企業形態 






表 3-3 大学等の関与の種別 
大学等の関与（複数回答） 件数 ％ 
人材移転型 ４８ ６５．８ 
特許以外による技術移転（または研究成果活用）型 ３１ ４２．５ 
特許による技術移転型 １９ ２６．０ 
出資型 １５ ２０．５ 














（１） 資本金（2000 年 10 月現在） 
回答数 72 社中、「1000～3000 万円未満」の企業が 30 件（42％）と最も多く、次い
で「１～10 億円未満の企業」が 13 件（18％）。「300 万円未満」の企業も 3 件（4％）
あるが、「50 億円以上」の企業も 2 件（3％）（52 億円と 100 億円）ある。 
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（２）社員数（2000 年 10 月現在） 
回答数 71 社中、「1～4 人」が 27 件（38％）、「5～9 人」が 23 件（32％）と、9 人ま
での中小企業で 50 件（70％）を占める。最高で 148 人である。 
（３） 技術者数（2000 年 10 月現在） 
回答数 63 社中「1～4 人」が 39 件（62％）、「5～9 人」が 15 件（24％）と、9 人ま
でで 54 件（86％）を占める。最高で 108 人である。 
（４） 直近の会計年度の売上高 
回答数 50 社中、「1～5 億円未満」の企業が 18 件（36％）と最も多い。「100 万円未
満の企業」が 5 件（10％）あるが、「10 億円以上」の企業も 2 件（4％）ある。 
（５） 直近の会計年度の売上高の対前年伸び率 
回答数 29 社中、「0～50％」が最も多く 8 件（28％）。「200％以上」の企業も 5 件（17％）
あった。 
（６） 直近の会計年度の経常利益 
回答数 46 社中、「－100 万円未満」が最も多く 17 件（37％）。最高で 1 億 3,000 万円。 
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第 4 節 調査結果の概要 
  



























る地位は、回答数 58 件中、教員が最も多く 29 件（50％）となっている。内訳の詳細は、
教授 21 件（36％）、次いで修士課程学生 12 件（21％）である。また、ほとんどが現在も
在職している。 
さらに、その核となる技術については、大学在職時に取得したものが最も多く、回答数
52 件中 20 件（38％）である。在学時と合わせると 34 件（65％）となっている。 
 
（３）「出資型」企業 
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「出資型」企業での、大学等の関係者の起業時の大学等における地位は、回答数 23 件
中、教員が最も多く 22 件（96％）。内訳の詳細は、教授 14 件（61％）。学生と技術系職
員は 0 件。ほとんどが現在も在職している。 
また、その核となる技術は大学在職時に取得したものが最も多く、回答数 18 件中 10 件




を受けている」24 件（20％）の順に割合が高い（複数回答：回答数 123）。 
 
３ 大学等からの支援 
大学等からの起業時の支援は、回答数 71 件中 31 件（44％）が受けており、受けていな
い方が 40 件（56％）と多くなっている。具体的な起業時の支援は、「技術等の指導」13
件、「情報提供、紹介、斡旋」8 件の回答があった（表 3-5）。 
また、起業後から現在まで大学等から支援を受けているかという問には、回答数 71 件
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起業時の資本金については、回答数 72 件中、「1000～3000 万円未満」の企業が 36 件
（50％）と最も多く、次いで「300～500 万円未満の企業」が 11 件（15％）。「300 万円未






起業時資本金の出所割合（回答数 66 件中）は、創立者の自己資金が 75～100％と回答
したものが 42 件（64％）と非常に多い。大学等からの出資は割合も件数も少ない。ベン
チャー・キャピタルが 75～100％としたものが 1 件あったが、これは例外的で、ベンチャ
ー・キャピタルからの出資はわずかしかない。 
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（４） 起業時のスタッフ 
起業時のスタッフは、回答数 64 件中、1～4 人が 36 件（56％）、5～9 人が 22 件（34％）




設立時の問題点としては、回答数 173 件中、「資金調達」が 43 件（25％）と高い。次





起業に関する相談（回答数 77 件）は、「公的機関」に行ったという回答が最も多く 35
件（45％）、「公的機関にも民間機関にも行かなかった」とする回答も 29 件（38％）あっ



















なお、株式公開について（回答数 73 件）は、設立後「10 年以内を目指す」企業が 24
件（33％）、次いで、「5 年以内を目指す」企業が 22 件（30％）という割合になっている。 
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＊うち、補助金が 6 件、株式の引き受けが 2 件 
 














５ 現在の問題点（回答数 291 件：複数回答） 
現在の問題点として、選択肢中最も多かったものが「スタッフの確保」91 件（31％）、
次いで「資金調達」84 件（29％）である。内訳の詳細を見ると、「技術開発のスタッフ不
足」が 38 件（13％）、「研究開発資金の不足」が 34 件（12％）と高くなっている。「困っ
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この第 1 次調査、第 2 次調査を通してみえてきた、日本の大学等発ベンチャー企業の
現状と課題について以下にまとめる。 
 















資本金が 1000～3000 万円未満で、社員数が 1～9 人、売上高 1～5 億円といったものであ
る。これは起業時の資本金や従業員数よりも増加しており、本調査はほぼ運営が軌道に乗
































































 ① 国立大学 79 校 77 校 97.47 ％
 ② 公立大学 32 校 24 校 75.00 ％
 ③ 私立大学 165 校 108 校 65.45 ％
 ④ 国立高等専門学校 54 校 53 校 98.15 ％
 ⑤ 公立高等専門学校 5 校 4 校 80.00 ％
 ⑥ 私立高等専門学校 3 校 3 校 100.00 ％











 ⑧ ＴＬＯ（技術移転機関） 15 社 7 社 46.67 ％
合　　　　　計 400 307 76.75 ％
94 社 73.44 ％
25 社 19.53 ％
9 社 7.03 ％
128 社
29 社 22.66 ％
41 社 32.03 ％
90 社 70.31 ％
29 社 22.66 ％














回 答 率対 象 数 回 答 数
４．出資
５．その他 ※2
合              計
回 答 率
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【企業形態・その他】 ※１  【ベンチャー企業設立年】 
       
No. 起業形態 回答数  No. 設立年 社 数 
1 合資会社 3  1 1957 年 2
2 有限会社を予定 1  2 1961 年 1
3 個人事業者 2  3 1962 年 1
4 企業内ベンチャー 1  4 1963 年 1
5 無記入 3  5 1970 年 1
    6 1978 年 1
【大学等の関与・その他】 ※2  7 1979 年 1
    8 1980 年 2
No. 大学等の関与 回答数  9 1981 年 2
1 技術指導 18  10 1984 年 1
2 共同研究 4  11 1985 年 2
3 指導及び協力 1  12 1986 年 1
4 連携による開発 1  13 1989 年 3
5 無記入 1  14 1993 年 1
    15 1994 年 6
    16 1995 年 5
    17 1996 年 6
    18 1997 年 12
    19 1998 年 11
    20 1999 年 26
    21 2000 年 34
    22 2001 年 1
    23 無記入 7
      合  計 128
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d.その他　 ※ 1 4 9.09%
39 44.83%
4. 無回答 4 9.09%
1. 学内にある 機関名　　 ※ 2 19 22.62%
2. 学外にある 機関名･関係※ 3 17 20.24%
45 53.57%




3. 無回答 4 5.19%
10 12.99%
40 51.95%
3. 無回答 27 35.06%
回答総数 ７９校中 77 97.47%













































































































































3 (株)山梨ティー・エル・オー 甲府市武田四丁目3-11 055-550-8645 山梨大学及び山梨医科大学教官
4 宮銀ベンチャーキャピタル㈱ 〒880-0805宮崎市橘通東1-7-4第１宮銀ビル別館3F 0985-20-0822 宮崎銀行
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d.その他　 ※ 1 1 33.33%
20 83.33%
4. 無回答 1 4.17%
1. 学内にある 機関名　　　 0 0.00%
2. 学外にある 機関名･関係 ※ 2 2 8.33%
21 87.50%
4. 無回答 1 4.17%
1. ある 0 0.00%
a.計画・検討中 0 0.00%
b.計画・検討なし 23 95.83%




3. 無回答 92 82.14%
3 12.50%
15 62.50%

































4. 無回答 3 12.50%
14 58.33%
4 16.67%














4. 無回答 4 16.67%
回答総数 32校中 24 75.00%



















2. 勤務時間外も含めて兼業時間数に制限がある       ※ 5
兼業からの収入について制限がありますか？
4
1. 勤務時間内での兼業時間数に制限がある　　       ※ 4
2. ない
5. 勤務時間外のみ兼業が認められ、兼業時間数に制限がない







1. ある　　　　　　　　　　　　　　　　　　       ※ 3
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d.その他　　※ 1 2 9.09%
76 68.47%
4. 無回答 13 11.71%
1. 学内にある 機関名　    ※ 2 6 5.56%
2. 学外にある 機関名･関係 ※ 3 6 5.56%
81 75.00%
4. 無回答 15 13.89%
1. ある 　　　　    ※ 4 2 1.85%
a.計画・検討中 10 9.26%
b.計画・検討なし 82 75.93%
3. 無回答 14 12.96%
1. ある 　　　　　  ※ 5 2 1.85%
92 85.19%
3. 無回答 14 12.96%
18 16.67%
53 49.07%




4. 無回答 30 27.78%
40 37.04%
28 25.93%

































1. 勤務時間内での兼業時間数に制限がある　　　 　  ※ 7





























4. 無回答 39 36.11%
回答総数 165校中 108 65.45%






























No. 名　　　　称 住　　　　所 連絡先 出資者
1 龍谷大学REC・京信技術評価 滋賀県大津市瀬田大江町横谷1-5 077-543-7743・7744 京都信用金庫










































































































































































                                                    ※ 9
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d.その他　 ※ 2 2 40.00%
45 86.54%
4. 無回答 2 3.85%
1. 学内にある 機関名　　 ※ 3 4 7.41%
2. 学外にある 機関名･関係※ 4 12 22.22%
36 66.67%




3. 無回答 2 3.77%
8 15.09%
37 69.81%
3. 無回答 8 15.09%
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4. 無回答 0 0.00%
1. 学内にある 機関名　　　 0 0.00%
2. 学外にある 機関名･関係 0 0.00%
4 100.00%
4. 無回答 0 0.00%
1. ある 0 0.00%
a.計画・検討中 0 0.00%
b.計画・検討なし 4 100.00%




3. 無回答 0 0.00%
1 25.00%
2 50.00%




4. 無回答 0 0.00%
3 75.00%
0 0.00%


















































1. 勤務時間内での兼業時間数に制限がある　　　     ※
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4. 無回答 0 0.00%
1. 学内にある 機関名　　※ 1 1 33.33%
2. 学外にある 機関名・関係 0 0.00%
2 66.67%
1. ある 0 0.00%
a.計画・検討中 0 0.00%
b.計画・検討なし 3 100.00%




3. 無回答 0 0.00%
1 33.33%
2 66.67%




4. 無回答 0 0.00%
1 33.33%
1 33.33%






























































































27 44 60.27 ％
1 1 1.37 ％
9 21 28.77 ％
2 2 2.74 ％
0 0 0.00 ％
0 0 0.00 ％
1 1.37 ％






60 社 82.19 ％
8 社 10.96 ％
5 社 6.85 ％
73 社
１．特許 19 社 15.08 ％
31 社 24.60 ％
３．人材 48 社 38.10 ％
４．出資 15 社 11.90 ％











摘               要














関与種別 学 校 数 件 数
私立大学
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※ 3 2 3.23%
24 38.71%




















































































































※ 7 8 6.50%
1 ※ 8 31 43.66%
40 56.34%



















































































































































　　　 ～ 25 ％
 　 25 ～ 50 ％











　　　 ～ 25 ％





　　　 ～ 25 ％
 　 25 ～ 50 ％







　  50 ～ 75 ％





























 　 75 ～100 ％
　　　合　　計
　　　 ～ 25 ％
 　 25 ～ 50 ％
1. 起業時の資本金額




































































































































※ 1 ～ 28 は別紙参照
回答総数














9 ① ＴＶ、新聞、文献 ② 「上原塾」入塾、講演会で








































































15 ①人材の派遣…博士課程 ② 情報提供…教授


















　　　　　　　　　　　  出身大学等との現在の関係：その他】※ 7























































































































































































































































































































































































































      して欲しかったこと、また現在して欲しいことは何ですか】※ 27
No.
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39 新技術の応用性を求める場合には幅広い現場知識が要求されるが、大学の先生方の多くには既存理論から抜け出せず、企業側研究が進行してしまっている。
40 ① 国立大学の近隣もしくは同じ敷地内におけるインキュベーション施設の充実・創設 ② 工学部だけではなく、医・薬・理・農学部の大学発ベンチャーに対する理解の普及























































































































                     文部省学術国際局研究助成課 
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（２）調査票（国立大学・国立高等専門学校） 
            [整理番号：国立大学・高専＃            ] 




























































                         高知工科大学大学院工学研究科  
                                                    教授  近藤 正幸
       筑波大学先端学際領域研究センター 
                       教授・リエゾン推進室長  菊本   虔





















企業名  設立年月日    年  月  日 
住所 〒 
連絡先 Tel．       Fax．     e-mail： 



















企業名  設立年月日    年  月  日 
住所 〒 
連絡先 Tel．       Fax．     e-mail： 
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企業名  設立年月日    年  月  日 
住所 〒 
連絡先 Tel．       Fax．     e-mail： 


















企業名  設立年月日    年  月  日 
住所 〒 
連絡先 Tel．       Fax．     e-mail： 


















企業名  設立年月日    年  月  日 
住所 〒 
連絡先 Tel．       Fax．     e-mail： 


















企業名  設立年月日    年  月  日 
住所 〒 
連絡先 Tel．       Fax．     e-mail： 
















よび会社における役職（該当する場合のみ）を記入してください。 (記入欄が足りない場合はお手数ですがコピ しーてください。) 






1.コースがある。   a.大学院レベル、b.学部レベル、c.公開講座、d.その他（        ） 




1.学内にある。(機関名：                     ) 
2. 学 外 に あ る 。 ( 機 関 名 ：                、 貴 大 学 等 と の 関


















ご氏名   貴学校名   ご所属 
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（３）調査票（公私立大学・公私立高等専門学校） 
  [整理番号：公私立大学・高専＃         ] 


























































                            高知工科大学大学院工学研究科  
                                                     教授  近藤 正幸 
         筑波大学先端学際領域研究センター 
                         教授・リエゾン推進室長  菊本   虔 
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4. 大学等や TLO がベンチャー企業の設立に際して出資または出資の斡旋をした場合（出資型） 
 
（空欄に記入し、または該当するものに○印を付してください。） 
企業名  設立年月日    年  月  日 
住所 〒 
連絡先 Tel．       Fax．     e-mail： 
企業の形態 1.株式会社､ 2.有限会社、 3.その他（        ） 
主な製品又は
サービス 














企業名  設立年月日    年  月  日 
住所 〒 
連絡先 Tel．       Fax．     e-mail： 
企業の形態 1.株式会社､ 2.有限会社、 3.その他（        ） 
主な製品又は
サービス 




















1.コースがある。   a.大学院レベル、b.学部レベル、c.公開講座、d.その他（        ） 




1.学内にある。(機関名：                            ) 


































1.ある。(制限の内容:       ) 









1.勤務時間内での兼業時間数に制限がある。(     時間) 
2.勤務時間外も含めて兼業時間数に制限がある。(     時間) 
3.勤務時間内も含めて兼業時間数に制限がない。 













ご氏名   貴大学名   ご所属 
ご連絡先：Tel.  Fax.   e-mail:  
ご協力有難うございました。 
3.兼業の規制等について 
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（４）都道府県に対する協力依頼文書 
平成 12 年 8 月 
 
 
関 係 各 位 
 
 
                 通商産業省産業政策局 
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（５）TLO に対する協力依頼文書 





                     文部省学術国際局研究助成課 
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（６）調査票（都道府県・TLO) 
    [整理番号：都道府県・TLO＃          ] 



























































                        高知工科大学大学院工学研究科  
                                                    教授  近藤 正幸 
       筑波大学先端学際領域研究センター 
                       教授・リエゾン推進室長  菊本   虔 

















企業名  設立年月日    年  月  日 
住所 〒 
連絡先 Tel．       Fax．     e-mail： 



















企業名  設立年月日    年  月  日 
住所 〒 
連絡先 Tel．       Fax．     e-mail： 
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企業名  設立年月日    年  月  日 
住所 〒 
連絡先 Tel．       Fax．     e-mail： 


















企業名  設立年月日    年  月  日 
住所 〒 
連絡先 Tel．       Fax．     e-mail： 


















企業名  設立年月日    年  月  日 
住所 〒 
連絡先 Tel．       Fax．     e-mail： 


















企業名  設立年月日    年  月  日 
住所 〒 
連絡先 Tel．       Fax．     e-mail： 

















 - 85 -
企業名  設立年月日    年  月  日 
住所 〒 
連絡先 Tel．       Fax．     e-mail： 


















企業名  設立年月日    年  月  日 
住所 〒 
連絡先 Tel．       Fax．     e-mail： 


















企業名  設立年月日    年  月  日 
住所 〒 
連絡先 Tel．       Fax．     e-mail： 




















ご氏名   貴機関名  ご所属 









平成 12 年 11 月 
 
 
各関連株式会社（有限会社等） 御中  
 
                     文部省学術国際局研究助成課 
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 ②通商産業省産業政策局大学等連携推進室 






                 通商産業省産業政策局 
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（２）調査票（大学等発ベンチャー企業） 
            [整理番号：ベンチャー企業＃            ] 




































































          高知工科大学大学院工学研究科                 教授  近藤 正幸 
       筑波大学先端学際領域研究センター   教授・リエゾン推進室長  菊本   虔 





企 業 名       設立年月日      年  月  日 
住 所      〒 
Tel． Fax．         
連 絡 先      
e-mail： 
企業の形態 1.株式会社､ 2.有限会社、 3.その他（                        ）
主な製品又は 
サ ー ビ ス         
 
代 表 者     





3.人材、 4.出資  

















現在(2000 年 10 月)の資本金 百万円
現在(2000 年 10 月)の社員数 人
          うち技術者数 人
直近の会計年度の売上高 円






 3-1-1. その技術はどのようにして見つけましたか。 
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 3-1-2. 起業者の起業前の職業は何ですか（ 該当するものに○印を付し、または空欄に記入
して 
 ください、以下同じ ）。 
 a. 大学等のｱ. 教員、ｲ. 学生、ｳ. 技術系職員 → ｱ.現在在職 ｲ.現在離職 
  b. 公的機関のｱ.研究者･技術者、ｲ. その他(             ) 
  c. 大手企業のｱ. 研究者･技術者、ｲ.役員、ｳ.営業社員、ｴ.その他(           ) 
  d. 中小企業のｱ . 研究者･技術者、ｲ .経営者･役員、ｳ .営業社員、ｴ .その他
(        ) 
  e その他(                                   ) 
 
３-２. 【大学等の関与】について『3.人材』に○印がついている企業についてお尋ねします。 
 3-2-1. 大学等の関係者の、起業時の大学等における地位は何ですか。 
 a. 教 員： ｱ. 教授、ｲ. 助教授、ｳ. 講師、ｴ. 助手 
 b. 研究者： ｱ. 博士研究員、ｲ. 研究生、ｳ. 客員研究員 → ｱ.現在在職 ｲ.現在離職 
 c. 学 生： ｱ. 博士課程、ｲ. 修士課程、ｳ. 学部 
 d. 技術系職員： ｱ. 技術職員、ｲ. 教務職員 
 
 3-2-2. 核となる技術はどこから取得しましたか。 
 a. ｱ. 大学等在職時、ｲ. 在学時の習得技術 
 b. 公的機関の技術 
 c. 民間企業の技術 




 3-3-1. 大学等の関係者の、起業時の大学等における地位は何ですか。 
 a. 教 員： ｱ. 教授、ｲ. 助教授、ｳ. 講師、ｴ. 助手 
 b. 研究者： ｱ. 博士研究員、ｲ. 研究生、ｳ. 客員研究員 → ｱ.現在在職 ｲ.現在離職 
 c. 学 生： ｱ. 博士課程、ｲ. 修士課程、ｳ. 学部 
 d. 技術系職員： ｱ. 技術職員、ｲ. 教務職員 
 
 3-3-2. 核となる技術はどこから取得しましたか。 
  a.  ｱ. 大学等在職時、ｲ. 在学時の習得技術 
  b. 公的機関の技術 
  c. 民間企業の技術 
  d.その他（                                  ） 




ださい（ 重複回答可 ）。 
 a. ロイヤルティを支払っている 
 b. 共同研究をしている 
 c. 委託研究を出している 
 d. 受託研究をしている 
 e. 技術指導を受けている 
 f. 現在も本務として大学に勤務している 
 g. 客員教授等( 非常勤講師 )を兼務している 
 h. 大学等に製品･サービスを提供している 
i. ( インターンシップ等で )学生を受け入れている 




 a. 受けた 





 b. 受けない 
 
５-２. その後現在まで大学等から何らかの支援を受けましたか。 
 a. 受けた 
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 a. 技術の実用化 
 b. ビジネスアイデアの商業化 
 c. 資産の形成 
 d. 社会的貢献 
 e. 自己能力の開発 
 f. その他(                                  ) 
 
６-２. 起業時の資本金についてお尋ねします。 
 6-2-1. 起業時の資本金額 (       百万円) 
 
 6-2-2. 起業時の資本金のおおよその出所割合をお教え下さい。 
 a. 創立者の自己資金 (     ％) 
 b. 大学等からの出資 (     ％) 
 c. ベンチャー・キャピタル (     ％) 
 d. その他(      )(    ％)、(       )(    ％)、(       )(    ％) 
 
６-3. 起業時の共同経営者、従業員などのスタッフについてお答えください。 
 ( 例えば、技術者の共同経営者 1 人と営業の共同経営者 1 人、従業員の技術者 3 人、 





６-４. 設立時の問題点は何でしたか（ 重複回答可 ）。 
 a. 大学等の兼業規制等の制約 
 b. 資金調達 
 c. スタッフの確保 
 d. 入居場所 
 e. 販売先 
 f. 仕入れ先 
 g. 特許係争 
 h. 財務･会計マネジメント 
 I. 企業設立などの法務 
 j. その他(                                  ) 
 
６-５. 公的機関の支援事業 
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 6-5-1. 公的機関で起業の相談をしたことがありますか。 
 a. 公的機関に行った( 相談機関：                        ) 
 b. 民間機関に行った( 相談機関：                        ) 
 c. 公的機関にも民間機関にも行かなかった 
 
 6-5-2. 公的機関の支援事業で役に立ったことは何ですか（ 重複回答可 ）。 
 a. 金融支援 ( ｱ. 株式の引き受け、ｲ. 債務保証、ｳ. 低利融資、ｴ. 補助金、ｵ. 税制 ) 
 b. 情報提供 ( ｱ. ベンチャー・キャピタル、ｲ. 仕入先、ｳ. 販路 ) 
 c. 人材確保や育成の支援 
 d. 経営指導 
 e. 技術指導 
 f. インキュベータ等の施設の利用 
 g.その他(                                  ) 
 
 6-5-3. 公的機関の支援事業でして欲しかったことは何ですか。 
（                                      ） 
 
 6-5-4. 公的機関の支援事業で現在して欲しいことは何ですか。 
（                                      ） 
６-６. 株式公開 ( ＩＰＯ )についてどう考えますか。 
 a. ＩＰＯを目指す ( 設立後 5 年以内、10 年以内、15 年以内、16 年以上先 ) 
 b. ＩＰＯはしないで安定成長を目指す 
 c. 適当な時期に会社を売却する 
 d.その他（                                  ） 
 
７．現在の問題点について 
７-１. 現在何かお困りの点はありますか（ 重複回答可 ）。 
 a. 資金調達 
  a-1. 研究開発のための資金が不足 
  a-2. 設備投資のための資金が不足 
  a-3. 運転資金が不足 
  a-4 その他（                                ） 
 
 b. スタッフの確保 
  b-1. 技術開発のためのスタッフの不足 
  b-2. マネジメント・スタッフが不足 
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  b-3. 営業スタッフが不足 
  b-4. その他（                               ） 
 
 c. 販売先 
  c-1. 販路の確保が困難 
  c-2. 販路を大幅に拡大できない 
  c-3. 海外の販路が開拓できない 
c-4.その他（                                ） 
 
 d. 仕入先 
  d-1. 仕入先の確保が困難  
  d-2.その他（                                ) 
 
 e. コンサルティング 
  e-1. 経営の相談に乗って欲しい 
  e-2. 技術指導をして欲しい 
  e-3. その他（                               ） 
 
 f. インキュベータ等の施設 
  f-1. インキュベーションのための施設が確保できない 
  f-2. その他（                               ） 
 
 g. 特許係争 
  g-1. 現在特許係争中である 
  g-2. 特許に関する相談をする相手がいない 
  g-3. 特許出願や係争のための資金が不足 
  g-4. その他（                               ） 
 
 h. その他 
 
i.  困っていることは特にない 
 


























ご氏名   貴企業名   ご所属 
 
 































 （連絡先 小川 春男） 
 Tel 0298-53-6150 / Fax 0298-53-6074 
 Ｅ-mail hogawa@tara.tsukuba.ac.jp  
  〒 305-8577 つくば市天王台 1-1-1 
